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設立に認可を要する法人に関する行政評価・監視 

＜調査結果に基づく勧告＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

              

 

 総務省では、国所管の設立認可法人のうち、多数の国民の利用に係るサービス

や福祉のためのサービス提供を行っており、かつ、税制上の優遇措置や補助金等

の交付を受ける等、財務面で国との関係があるものについて、設立認可法人に係

る行政の改善材料を提供することを目的として、所轄庁による設立等の認可の審

査、組織及び業務の運営並びに財務に関する指導監督の実施状況等を調査し、そ

の結果を取りまとめ、必要な改善措置について勧告することとしましたので公表

します。 

※設立認可法人： 民間の発意により、特別の法律に基づき設立され、かつ、その設立に関し行

政庁の認可を要する法人 

調査対象法人：学校法人、医療法人、社会福祉法人、健康保険組合、厚生年金基金、国民年

金基金、企業年金基金及び広域臨海環境整備センター 

【本件連絡先】 

総務省行政評価局 厚生労働等担当評価監視官室  

 担 当：鎌田、實藤、長澤、戸根 

 電 話：０３－５２５３－５４５３（直通） 

 ＦＡＸ：０３－５２５３－５４５７ 

E-mail： https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html 

 ※ 結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka.html 

 



設立に認可を要する法人に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告（概要） 
勧告日：平成26年６月24日 

勧告先：文部科学省、厚生労働省 

－１－ 

 

設立認可法人（※）のうち、 

 多数の国民の利用に係るサービスや福祉のためのサービスの提供を行っており、 

 かつ 

 税制上の優遇措置や補助金等の交付を受ける等、財務面で国との関係がある 

・学校法人 ＜文部科学省、都道府県＞ 

・医療法人、社会福祉法人、健康保険組合、厚生年金基金、国民年金基金、企業年金基金 ＜厚生労働省、地方厚生（支）局、都道府県＞ 

・広域臨海環境整備センター ＜国土交通省・環境省＞ 

    

調査の対象とした法人 

＜調査結果＞ ＜勧告の主な概要＞ 

役員数の下限について、 
認可の根拠法と審査基準
とで相違 

必要性、合理性の観点か
ら検討し、整理 

       

財務諸表等の届出及び 
備置きが不十分 

届出の遵守、ディスク
ロージャーの徹底につい
て指導 

所轄庁と監事の連携が 
不十分 

      

所轄庁と監事との連携、 
問題認識の共有 

公的性格を有す
る 事 業 を 行 う 
民間法人 
  
 
 
 
○法人経営の健
全性、透明性
の確保 

 

○法人における
ディスクロー
ジャー、ガバ
ナンスの推進 

調査の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設立認可法人 

法人の業務及び 
財産状況の監査 

所 

轄 

庁 

 ＜＞内は所轄庁 

・所轄庁への届出 
・ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ 

※民間の発意により、特別の法律に基づき    
 設立され、かつ、その設立に関し行政庁 
 の認可を要する法人 

○ 情報開示等 

○ 監事監査 

指導監督 

認可審査 

学校法人、 
医療法人、社会福祉法人 

医療法人、社会福祉法人 

社会福祉法人 厚生労働省 

厚生労働省 

文部科学省
厚生労働省 



－２－ 

 

 審査基準上の役員の定数につい

て、必要性、合理性の観点から

検討し、整理 

１ 設立の認可に係る審査基準等の見直し－社会福祉法人－ 

勧 告 
 

○ 社会福祉法人の理事及び監事の役員数の下限について、認可の根拠法と
審査基準とで相違 

 

 

 

  

調査結果 結果報告書Ｐ42、43 

２ 財務諸表等の届出及びディスクロージャーの徹底－医療法人・社会福祉法人－ 

 

 届出の遵守、ディスクロー

ジャーの徹底について指導 

 

勧 告 
 

○ 財務諸表等の届出及び備置きが不十分 

  

調査結果 結果報告書Ｐ48、49 

医療法人 社会福祉法人 

届出なし 37/599法人（ある厚生局の例） 
17/3378法人（６厚生局及び14都
道府県の状況） 

届出内容 
不十分 

総会開催日の無記載、 
財務諸表間の計数不一致 

提出期限超過、提出書類不足、
理事会開催日の無記載 

備置きなし 20/27法人（実地調査結果） 8/45法人（実地調査結果） 

社会福祉法 理事３人以上 

      監事１人以上 

審査基準 理事６人以上 

     監事２人以上 

→ この相違について、必要性や合理性に関する考え方の整理が不十分 



－３－ 

所轄庁と監事との連携、問題
認識の共有 

３ 設立認可法人の監事と所轄庁との連携の強化 

勧 告 
 

  

調査結果 結果報告書Ｐ63～69 

○ 監事の役割    ：法人の業務及び財産の状況の監査、意見陳述等 ⇒ 法人のガバナンスの確保 

○ 監事と所轄庁の連携：法人の運営に関する情報等を共有       ⇒ 双方に有益 

○ 所轄庁と監事の連携が不十分 

 ・所轄庁は指摘しているが、監事監査では問題としていない 

   医療法人     役職員以外への金銭の貸付け 

   社会福祉法人   理事の理事会への常態的な欠席 

             必要な定款変更がないままの新規 

                      事業の開始 

 ・所轄庁による実地調査で監事監査について確認していない 

   学校法人     ４／14都道府県 

    

所轄庁と監事

との間で問題

認識が共有さ

れていない。 

  
 外部監査活用の周知、活用に

必要な情報の提供 

勧 告 

○ 厚生労働省が勧める社会福祉法人の外部監査の活用は 

                       17/52法人 

 

  

調査結果 結果報告書Ｐ66、69 


